































































































図表 1 トヨタ，日産，いすゞの生産，実績 （単位：百万円）
メーカー 決算期 生産台数 売上高 純利益 配当率％ 資本金
トヨタ 1950年 2 月 4,100 2,070 76 0 201
50年 9 月 4,736 2,129 0 0 418
51年 3 月 8,219 4,348 249 20 836
51年 9 月 6,450 5,775 484 30 836
（4,674）
日産 1950年 12月 2,448 38 0 30
51年 3 月 1,754 114 20 350
51年 9 月 6,996 6,326 439 30 350
（4,325）
いすゞ 1950年 10月 1,811 19 10 85.4
51年 4 月 3,068 81 150
51年 10月 2,891 3,649 152 30 300
（1,256）
（ ）は特需生産台数（第 1～3次までに，納期は 1950年 8月～1951年 6月）
（出所）日刊自動車新聞社『自動車年鑑 1951―52年版』日刊自動車新聞社




































































総計 116万 1,000台（うち輸出は 22万 1,500台），70















































































































































































































































































































1950 1,241（62） 491（25） 262（13） ― ― ―
1951 1,989（47） 1,746（41） 494（12） 16 ― ―
1952 2,213（46） 2,049（42） 385（ 8） 148（ 3） 30（ 1） ―
1953 3,933（35） 4,253（37） 806（ 7） 478（ 4） 1,425 453（ 4）
1954 4,191（29） 4,624（32） 218（ 1） 830（ 6） 2,420（17） 2,217（15）
1955 8,008（36） 7,827（35） 23（―） 1,308（ 6） 3,180（14） 2,031（ 9）
1956 15,361（43） 13,454（38） 39（―） 1,158（ 3） 3,640（10） 2,134（ 6）








































































































































図表 6 乗用車業態別購入比率推移 （単位：％）
業 態 1962 1963 1964 1965 1966 1967
個人 13.9 16.1 22.0 28.4 30.3 39.1
サービス業 14.3 13.2 12.6 11.9 9.7 8.0
ハイヤー・タクシー業 21.2 19.2 15.9 11.4 9.6 7.6
商業 15.6 16.5 16.5 16.6 17.8 14.8
製造業 18.0 17.4 15.5 14.0 13.6 12.1
建設業 5.2 5.9 5.7 5.7 6.0 5.9
































































1955 20 0.05 20 ―
1956 32 0.09 32 58
1957 44 0.08 44 40
1958 49 0.6 49 11
1959 69 4 73 48
1960 116 29 145 99
1961 175 54 229 58
1962 201 59 259 13
1963 294 77 371 43




























































































































































































































































































































































「1年または 2万㎞」に大幅延長した。さらに本田は，64年 11月から，保証期間を「2年または 5
万㎞」に延長した。
2）月賦販売制度の改善




























































中古車販売台数（台／年） 84 総資産（100万円） 1,567
従業員数（人） 252 流動資産 83.0
（セールスマン） （55） （当座資産） （64.9）
事業所数（箇所） 4.5 固定資産 16.8
総売上高（100万円） 1,943 （有形固定資産） （11.8）
（新車売上比率） （65.2） 流動負債 84.2
（中古車売上比率） （13.0） （短期借入金） （31.5）
（整備売上比率） （5.4） 固定負債 8.9
（部品等売上比率） （8.0） 資本 6.9




図表 11 平均規模ディーラーの部門別収益 （百万円，％）
売上高 粗利益 売上粗利益率
自動車部門 1,781（100） 219（100） 12.3
新車 1,266（71.7） 158（72.4） 12.5
中古車 252（14.2） －12（－5.5） －4.8
部品・タイヤ等 149（ 8.3） 29（13.2） 19.5
整備 106（ 5.9） 42（19.2） 39.7
その他 8（ 0.5） 2（ 0.7） 21.3














































































































































































































































とで，生産台数は 57年の 4,700台から 59年には 11万 6,000









































































































車 種 工場渡し新価格（円） 値下げ幅（円）
オースチン デラックス 1,101,000 79,000
オースチン スタンダード 878,000 121,500
ダットサン 乗用車 650,000 35,000
ダットサン トラック 510,000 50,000










































































































































らに 54年に資本金を 2億円から 4億円に増資，55年に画
期的な新型 UD3型，UD4型ディーゼルエンジンを搭載し
たトラックを発表し，本格的に市販することになった。
そこで販売部門を拡大強化するため，授権資本金 2億円，
払込資本金 8,000万円の日産民生ディーゼル販売（株）を
設立し，積極的に業務を拡張することとなった。これに
よって，日産ディーゼル工業（株）は，従来の KD型
ディーゼルトラック 5トン車の生産を中止し，UD3型
ディーゼルを日産シャシーに取り付けて，日産ディーゼ
ル車として発売することになり，新会社を通じて各
ディーラーに販売することになった。（肴倉編（1980）
『前掲書』，p114）
71）肴倉編（1980）『前掲書』，pp128―129
72）経済評論社（1964）『前掲書』，pp192―193
73）富士重工は他の販売機構はこれまで通りの一地区一店主
義の建前を採る方針であった。富士重工がこのような
チャネル強化に乗り出したのは，販売体制とサービス体
制の強化を図れば，なお軽乗用車の大きな伸長が期待さ
れ，近い将来発売が予定されていた小型乗用車 800ccの販
売にあたり，そのチャネル整備という意図があった。こ
うした富士重工の方針のもとに，各地区販売店側は，す
でに所要敷地の買収，セールスマンの育成などを積極的
に推進しつつあり，早ければ 1964年秋，遅くても 65年
春には，ほぼ体制強化の目標達成がなされると見られ
22
た。そして，64年 6月頃には，東京，三鷹の工場内にあ
る富士学園の増設を終え，本格的なセールスマン，サー
ビスマン教育に入る予定であった。（経済評論社（1964）
『世界市場に挑戦する日本の自動車工業』経済評論社，pp
194―195）
74）経済評論社（1964）『前掲書』，pp193―195
75）名古屋トヨペット社史編集室（1988）『前掲書』，p19
76）名古屋トヨペット社史編集室（1988）『前掲書』，p19
77）大蔵省と通産省は，割賦販売の普及状況に対応し，かつ
自由化対策のため協力し合い，1961年 7月に，割賦販売
条件の適正化に関する諸措置，割賦購入斡旋業者などに
関する登録制度の設置などを骨子とする「割賦販売法」
を公布した。
78）石川和男（2007）「高圧的マーケティングと消費者信用の
発達に関する一考察―耐久消費財普及の視座から―」『商学
研究所報』専修大学商学研究所，第 38巻第 2号
79）岩越（1968）『前掲書』，p139
80）日本長期信用銀行調査部（1966）「前掲論文」，p100
81）岩越（1968）『前掲書』，pp139―141
82）経済評論社（1964）『前掲書』，pp183―184
83）中古車市場の拡大背景には，産業要因と市場要因が存在
する。まず，自動車の普及とともに新車に対する消費需
要は産業全体の生産水準を大きく下回るようになった。
過剰生産された新車を飽和化しつつある市場で販売する
ために，ユーザーの所有する自動車の下取りを通じて新
車販売の持続拡大を図らなければならない。第 2に，自
動車耐久性の向上によって中古車に対する社会的な信頼
度が高まった。生産技術の進歩に加え，よりよい道路の
建設や修理設備の改善などは自動車平均寿命の増加をも
たらした。第 3に，自動車に対する社会の認識が大きく
変化した。その他に，割賦販売の実施や補修サービスの
提供など，新車販売と同じサービスが中古車販売にも適
用されたことも中古車販売の拡大に大きな影響を与え
る。（孫飛舟（2003）「早期アメリカ自動車流通における
メーカー・ディーラー対立関係の形成と解決」『大阪商業
大学論集』大阪商業大学商経学会，第 126号，pp257―258）
84）経済評論社（1964）『前掲書』，pp183―184
85）経済評論社（1964）『前掲書』，p185
86）経済評論社（1964）『前掲書』，pp189―190
87）経済評論社（1964）『前掲書』，pp185―186
23朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
